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研究ノート
技術進歩・蓄積・資本の耐用期間
冗木 久
I 序
Harrodの展開した antinomytheoryに対して新古典派は資本係数の可変性を前提と
した成長径路の安定性を主張してきた。それは一見して Harrod理論を特殊なものとし
て含むより一般的な理論であるかのように展開されてきた。しかし，それは全く異なった
問題を取り扱ったものである1)。前者は自然成長率，保証成長率，現実成長率の3つの関
係から経済体系の不安定な運動を論じたものである。ところが，後者は自然成長径路それ
自体の特性を論じているのである。
ここで，成長理論の主流を占めてきた新古典派の理論構成を大雑把に要約しておこう。
貯蓄率と人口（労働力）の成長率とが与えられると，生産関数を通じて資本・労働比率が
決定される。資本・労働比率が決定されると，成長率も決定される。そこで決定された資
本・労働比率が安定的なら，自然成長径路は安定的である2)。
このような理論構成を複雑にしたものは， 「技術進歩」の生産力に与える効果のメカニ
ズムである。技術進歩は天から与えられるマナのようなものではなく，資本財に体化され
てはじめて生産性増大に寄与するという考え方が支配的になってきた。この考え方からす
れば，古い資本設備は生産効率の悪い技術知識を体化していることになる。したがって，
1)可変的な資本係数は固定的なそれを含むという形で，ハロッド理論を位置づけている
文献（たとえば〔1〕，〔6〕・〔17〕） は多いが， 不安定性の固有の原因は単に技術が単一
か，複数かということではなく，資本家の期待の在り方にあるという位置づけ（たとえ
ば〔15〕）の方が正しいであろう。
2)これは Solow[17〕の理論構成であるが， 第I節で論じるヴィンテージ・モデルの
場合も，複雑になるとしても， その骨子は同じである。 このことは，たとえば〔13〕，
〔況〕，〔22〕を見れば明らかである。
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生産効率を増大させようとするならば，新しい資本設備を設置するか，あるいは古い設備
をスクラップするかしなければならない3)。こうすれば，資本の平均年令は変化し，労働
生産性は増大する。資本の平均年令が高ければ（機械の近代化），生産性は高く，逆は逆
である。しかし，平均年令を高めるために無制限な新設備の設置とか古い設備の廃棄とか
が可能なのではない。というのは，旧設備がまだ準地代を獲得しているのに廃棄すること
は合理的でなく， l日設備での操業費用よりも新設備の総費用が高ければ，置換することは
合理的でないからである。こうして，資本の耐用期間が決定さるべき経済変数として現わ
れてくる。
初期の新古典派モデルでは，資本・労働比率だけが決定されるべき変数であったが，ヴ
ィンテージ・モデルになって資本の経済的耐用年数が決定さるべき変数として追加され
た。それに対応して，陳腐化限界にある設備の労働の平均生産性が賃金に等しく，それは
また最新の資本設備における労働の限界生産物に等しい4)という命題が追加された。すな
わち，ヴィンテージ・モデルでなければ，賃金は労働の限界生産物に等しいという命題だ
けであったが，耐用期間が内生化されることによって， 1つの追加関係式が導入されたの
である5)。したがって，新古典派モデルは複雑となったとしても，その理論構成の骨子に
は何らの変更も加えられていないことが明らかである。それは，資本および労働の完全雇
用の条件の下で生産物の需給一致が満されるとすれば，どのような技術が選択されるべき
か，どのような賃金率，成長率でなければならないかという規範の問題に取り組んでい
るのである。
以上において，新古典派が展開してきた成長理論の対象としている問題とその分析経過
を局限的にみてきた。体化された技術進歩を取り扱う場合，恒常成長径路の問題について
すら非常に厄介な分析上の問題が介入してくるのであるから，その径路からはずれている
場合の成長径路は更に一層複雑な問題が生じてくる。というのは，過去に設置した資本設
備がその年令の変化を通して現在に影響してくるからである。このことは，第W節で示さ
3) Salter (19〕によれば，前者は資本設備の前面のフロンチャー，後者は背面のフロン
チャーと呼ばれる。この 2つのフロンチャーが2つの長期限界産出抵を生みだす。
4) Sheshinski (〔21〕● 〔22〕）はそのままの限界生産力を用いているが， 予想が尊入さ
れる場合には修正が必要である (Phelps〔認〕参照）。
5)ここで決定される資本・労働比率と経済的耐用期間が存在し，一意的であるかという
問題は Bliss(4)参照。この問題は弾力性に依存している。新古典派の用いる代替の弾
力性の仮定の政策的含意については置塩〔11〕参照。
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れるモデルを見れば明らかである。
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以下の議論は次のようになっている。第I節で恒常成長径路の幾つかの特性を明らかに
し，恒常成長径路から離れているとき，それらがどのように修正されるかという問題を第
皿節で検討する。第W節では，完結したヴィンテージ・モデルを提示し，耐用期間と経済
状態との関係を類推する。第V節では，投資関数の別の例を示す。全体として，経済変動
との対比で問題が考えられている。
JI 恒常成長径路の若干の特性
資本設備の経済的耐用期間のもつ役割をはっきりさせるために，次の仮定を置こう。資
本の物理的耐用期間は無限大で，その生産効率は時間を通じて不変である。既存の資本設
備は最適な稼動率で運転され，それ以下のときには稼動されず，それ以上のときには新設
備が追加されるものとする。生産には2つの生産要素，資本と労働だけが必要であり，そ
れらは事前的には代替可能であるが，事後的には代替不可能，すなわち， Phelpsの用語
で言えば， putty-clayとする。
資本設備は準地代が得られなくなれば，スクラップされるという廃棄基準は次のように
書くことができる。
y(t, t-O)=w(t) 
y(t, v)はV期に設置された資本設備の t期における労働の平均生産性を表わす。 w(t)
は t期の実質賃金率， 0は経済的耐用期間を示す。われわれの仮定の下では. y(t, v)= 
y(v, v)だから，それを y(v)と表わすと，廃棄基準は，
y(t-8) =w(t) 
と表わせる。いま労働の平均生産性が一定率 Aで成長していると仮定すると
y(t) =y(O)e>.1 
したがって，実質賃金率 w(t)の成長径路は次のようになる。
w(t)=y(O)e.1.<1一8)
(1) 
(2) 
(3) 
耐用期間 0が一定であるなら，賃金率は労働生産性と同じ率で成長しなければならない
ことがわかる。
周知のように，すぺてのヴィンテージの資本設備の耐用期間が一定であるということは
新古典派の論じている恒常成長径路を示す。 しかし，現実の経済の運動の中では 0が一
定だということはなく，常に変動している。このことは同時に，実質賃金率が一様に成長
するのではなく，変動していることを意味している。経済がプームにあるときには，実質
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賃金率が上昇し，スランプにあるときには，下落しているとすれば，プームのときには耐
用期間が長くなり，古い技術も生きかえり， スランプのときには，耐用期間が短かくな
り，したがって，多くの資本設備が遊休，廃棄される6)ということになる7)。
われわれは前節で，もう 1つの陳腐化基準8)について述べた。それは前面のフロンティ
アに当るもので，新技術採用による単位当り総費用が陳腐化限界にある単位当り賃金費用
より小さいならば，古い資本設備は廃棄されるということであった。 t期における産出高
1単位当りの必要労働量を n(t),資本・労働比率を k(t), 自己の生産物で測った資本財
価格を加とすると，生産物1単位当りの新設備の総費用は w(t)n(t)+れ(t)k(t)n(t)で
あり， 0期前の賃金費用は n(t-{))w(t)であるから，新設備設置による旧設備廃棄の限界
は両費用が等しくなる設備の年令である。そうすると，
w(t)n(t-{)) =w(t)n(t) +Pk(t)k(t)n(t) 
したがって
{n(t-())-n(t)}w(t) =Pk(t)k(t)n(t) (4) 
それゆえ，使用されている資本設備の年令の幅は単位必要労働量で示すと， n(t-(})-n(t)
である。 (4)を厳密に定式化する9)と，
J゜〔n(t-u)-n(t)〕w(t)e-Y"du=れ(t)k(t)u(t)
゜ここで， rは割引率を表わす。ところで， n(t)は定義により
n(t) = 1 /y(t) 
(5) 
(6) 
6)廃棄される資本設備の大きさは過去の各時点でどれだけの投資量が行なわれてきたか
に依存する。
7)これが兼気循環の各局面で確実に生じる事態だというのではない。技術進歩と最気循
環との関係は明らかではない。というのは， 「企業の半分が技術革新を溝入するまでに
かかる年数は 0.9年から15年までにわたっている」 (Mansfield〔釘 p.117訳 p.119) と
いう主張や 20~50年前の技術が使用されているケースは多く存在し，したがって，「こ
れらの事例は技術変化と生産性の効果の分析には，ただ新しい生産技術だけを考えれば
よいという槻念を消散さすに十分なはずである•…•…•生産性の動向を他の経済諸量の変
化に関連さす場合，この遅れははっきりと考慮されねばならぬ」 (Salter〔玲〕， p.49訳
p.59)という指摘から解るように，新技術の普及速度，新技術の出現速度と循環波動と
が符号していないからである。ここでは考察しないが，この関係を分析することは興味
ある問題である。
8)前者を廃棄基準，後者を取り換え基準と呼ぽう。
9) Salter 〔玲〕 p. 68訳 pp.81~82参照。
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であるから， (2)式を用いると
n(t) =n(O)e-,¥1 
(5), (7武より
k(t)=詈〔dis(r-J.,8)-dis(r,8)〕
dis(r, 8)は 0期間にわたる賃金費用の割引価格を表わし10)
dis(r, 8)= 1-ず”r 
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(7) 
(8) 
(9) 
w(t)は， (3)式より iの率で上昇することがわかっているので， もし Pk(t)が一定なら
ば11),資本・労働比率も iの率で上昇しなければならないことを(8)式は示している。新
技術の資本・産出高比率を a(t)とすると，定義により
a(t) =k(t)/y(t) (10) 
したがって，恒常成長径路ではれ(t)を一定とすることができるから， (2),(8), 皿式より
e->.B 
a(t)=― {dis(r-.t, 8)-dis(r, 8)} 
Pk 
(1) 
となって，必要資本係数は時間の項 tを含まず，一定である。 このことはハロッドの中
立的技術進歩の定義—資本の生産性が，和j子率が一定のとき，不変であるような技術進
歩ーーと等しい。
われわれは，労働生産性に関する仮定，廃棄基準および取りかえ基準の前提から，技術
進歩のタイプがハロッド中立的でなければならないという結論に達した。もちろん，この
ことは，資本の耐用期間，資本財価格および割引率が一定となっている経済，すなわち，
恒常成長径路の上で成立していることである。そこで，この議論がどのような条件の下で
恒常成長径路にかかわっているかについて若干の吟味をしておこう12)。
われわれが上で導出した結論を条件として用いよう。すなわち，資本の耐用期間および
単位必要資本量は一定，単位必要労働量は一定率入で減少すると仮定しよう。このとき，
蓄積率はどのような条件に支配されているかを検討しよう。
l(v)を V期に設置した資本設備の大きさ， S を貯蓄率とすれば，生産物市場における
10)この表示法は Bliss〔心に従った。
11) 1財モデルの場合，加=1とするか，あるいは Bergstrom⑫〕のように，消費の機
会費用で測って，それが恒常成長径路上では一定とすることができる。
12)恒常成長径路の存在に適する技術進歩は，ハロッド中立的でなければならないことを
証明しているものとしては稲田〔7〕参照。
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需給一致の条件は次のようになる。
sr 1-J(v)dv=l(t) t-s a U2l 
これを tに関して微分すると
s . 
a [l(t)-l(t-(}) ]=l(t) 03) 
・dx 
ここで， X=dfを示す。⑬式は恒常成長径路に存在するための投資の運動を示す。 これ
を解くために， I(t)=ceP1とおくと，⑬式より，次の特性方程式が得られる。
P丑[1-臼］ 閥
閥式の特性根の1つは明らかに， P=0である。われわれは P=0以外の経済的に有意味
な解 P=P*(>O)をもつ場合を考えよう13)。そうすると， U3l式の解は
l(t) =l(O)eP*1 + B U5) 
となる。 l(O)は初期値， Bは任意定数を示す。かくして，投資の恒常成長径路は⑭式を
満す P*で増大する径路であることがわかった。
ところで，このようにして与えられた P*は新古典派成長理論の取り扱っている自然成
長率，すなわち，技術進歩率と労働人口の成長率の和でなければならない。このことが成
立することを見ておこう。
L(t)を t期における労働供給量とすれば，労働市場における需給一致（完全雇用）を
示す方程式は
y辛
1-0 a Pkl(v)dv=L(t) USl 
周知のように， t6l式の左辺は [t,t-0]期間におけるヴィンテージの資本に配置された労
働需要量を示し，右辺は労働供給量を示す。 t6l式に(7武を代入して， tに関して微分する
と
~h[/(t)ず>-1-/(t-0)す>.(I一9)J=L(t)
USl式を聞式に代入し
L(t)=Loe11 
とおくと，聞式より
閻
U8l 
13)本稿末尾の付論で詳しく論じら’れる。微分・定差混合方程式の解法の例としては
Steindl 〔蕊〕参照。
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no /L(O) a[lー e<入-P*)9] e(P*—入） '=p;.郎砂
lは労働人口成長率を示す。したがって
P*=l+,t 
すなわち，資本蓄積率は技術進歩率と労働人口の成長率の和に等しい14)。
件は
である。
乎[1 -e-(P*—い]= /L(O) 
Pkl(O) 
また，
初期値での若干の比較，すなわち，恒常成長径路の比較をしておこう。 (21)式から
aL(O) 
df} l noP~(O) 
可吋血（研+ttog(1 alL(O) 1-—----— noPkl(O)) 
noPkl(O) 
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(19) 
(20) 
初期条
(21) 
(2) 
簡単な計算により， 1>1 
alL(O) d() 
no加l(O)>oだから， &>o。 したがって， 高い労働人
口の成長率をもつ経済は高い経済的耐用年数をもつ。また，同様にして，高い資本財価格
をもつ経済は低い耐用期間をもつ。高い蓄積率をもつ経済は高い耐用期間をもつ（恒常成
長率に対応する耐用期間については本稿末尾の付論で示されている）。
][ 非恒常成長径路の若干の特性
本節での議論を始める前に，前節での議論を簡単に編めておこう。
まず，恒常成長径路上では割引率（収益率） r, 資本財価格加，資本の耐用期間(}が-
定となっていると想定して，労働生産性が一率で上昇する (2)式）経済での2つの陳腐化
条件 ((1試および(5)式）に適合する技術進歩の型（ハロッド中立的技術進歩， (7)式および
tl式で示されている）を導き出した。そこで，逆に，ハロッド中立的技術進歩をもつ経済
が恒常成長径路上にある場合 (t2)式およびt6l式），その成長率P*(20)式）と初期条件 (21)
式）がどのようなものでなければならないかを導き出した。後者の議論は貯蓄率 S と労
働人口成長率 lをパラメークとして与えられている。換言すれば， Sとlが与えられると
きに，資本蓄積率は一意的に決定され，それは P*でなければならないことを示した。こ
のことは，第1節で述べた新古典派成長論がどのようなものであるかの例証でもあった。
14)閥式の有意味な実根が， P=Oだけの場合も， 1つの恒常成長径路を示すが，
合には技術進歩も労働人口の成長もない定常状態を意味する。
その場
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さて，現実の経済がここで決定された P*で成長するという保証は存在するのであろう
か。もちろん，「否」である。その理由の1つはわれわれの歴史的経験である。 このこと
を前節のモデルに側して言うならば，投資の成長率 Pが時間とともに変化しており，そ
れは人口成長率と技術進歩率の和として表わされえないということであり，また，パラメ
ークとして取り扱った収益率 T,資本の耐用期間〇，資本財価格Pkは不変ではなく，決定
さるべき変数として現われてくるということを意味するのである。
そこで，耐用期間を時間 (t)の変数
(}=(}(t) (23) 
として，その動きについて検討しよう。四式を用いて， (1武の対数微分をとると15)
dy(t-81) 
dw(t) 1 d(t-8、)
dt 訳す=y(t喝） (1喝） 閥
したがって
oCt)= 1- w(t) y(t-(},) (25) 
ここで， x=血 1切百を表わし， t期における成長率を意味する0 (25)式より
w(t)奎y(t-(},) (26) 
に応じて，耐用期間は減少，一定，増大することがわかる。ところで， y(t-8,)は過去に
設置した資本設備の労働生産性増加率であるから，これは所与である。したがって，今期
どれだけの年令の設備がスクラップ化されるかを決定するのは今期の賃金率の変化率であ
る。もし生産手段所有者が直接的に実質賃金率の決定に力をもっており，既存資本設備の
耐用期間を当初に計画したものに等しくしたいと考えるならば，今期の実質賃金率の上昇
を，現在時点に近い労働生産性の上昇率と比較するのではなくて，ずっと過去の陳腐化限
界のそれと比較して決定しなければならないのである。もし実質賃金率を直接的に統制す
る力をもたなくて，市場によってそれが決定されて，資本家に外生的に与えられるような
ものならば，耐用期間も市場機構を通じて客観的に決定され，各個の資本家に強制力とし
て作用することになる16)。
15)一定の物的減価率と体化されざる技術進歩率をモデルの中に導入しているものとして
は Salter⑫0〕参照。
16)実質賃金率の決定様式いかんが独占的経済と競争的経済とを区別する重要な特性の 1
つを示すものと解釈されてよいであろう。
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今期の賃金率の変化は過去の資本設備に影響するだけではなく，新しく設置する資本設
備にも影響を与える。すなわち，賃金率の上昇は資本集約度（機械化程度）の一層高い技
術の選択をもたらす。もっとも，資本財価格が賃金率よりも速く上昇しない限りにおいて
である。
次に技術進歩のタイプについて検討しよう。われわれのモデルからすれば，恒常成長径
路上に存在する技術進歩はハロッド中立的でなければならなかったが，恒常成長径路から
離れている場合には，それが保証されないことを示そう。いま， (1),(2)式を仮定とし，更
に1財モデルを想定して
Pk= 1 
と仮定する。ある一定の観念的割引率を仮定したとしても， (1),(2), (5), (27)より
゜k(t)=w(t)~1[e-(r-,\)"-e-r"]du ゜
(27) 
(28) 
となって， w(t)が入の率で成長するとしても，定積分項が時間 tの関数となっているの
で， k(t)は 0、が一定でない限り， Aの率で増大することができない。 UO)式より，明らか
にa(t)は一定になりえず，それゆえ，技術進歩のタイプはハロッド中立的にはなりえな
い。また，観念的割引率が時間とともに変化するなら，それは一層複雑なものとなる17)。
かくして，ハロッド中立的技術進歩が経済に支配していると仮定されるときには，恒常成
長 1こ存在する経済が想定されていると言うことができるであろう。
耐用期間と産出高・雇用量の関係について考察しよう。使用されている資本の年令 [t,
t-8,]の範囲からの総産出高，総雇用量をそれぞれ， Y(t), N(t)とすると， U2l,(16), (27) 
式より 18)
I 
Y(t)=~_l_ 
1-01 a(v) l(v)dv 
N(t)=『迎L
1-01 a(v) l(v)dv 
(29), 螂を tに関して微分すると
Y(t)=---l(t) l(t-81) 
a(t) a(t-8,) (1-む）
??
(31) 
17)この問題を新古典派生産関数批判に適用しているものとしては， Robinson巳4〕参
照。
18)この節は恒常成長径路の問題を取扱っているのではないから，技術進歩はハロッド中
立的ではない。したがって， a(v)は一定ではなく，時間とともに変化している。
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N(t)=鴨[(t)—罰誓l(t-01)(1 ーむ） (32) 
両式から明らかなように， t期に既存資本設備の耐用期間が増加しているならば，産出高
および雇用量は増加している。逆の場合は逆である。
iJ, は(25)式から明らかなように， t期の賃金上昇率と t-81期の労働生産性上昇率との比
較によって決まっている。すなわち，賃金上昇率の方が低いならば，耐用期間は増大して
おり，生産性のより低い技術も生存できるのであるから，景気の局面について言うなら
ば，好況局面であり，逆の場合は不況局面に相当すると解釈してよいであろう。そうする
と,(31), (32)式において，好況局面ではむが正であるから，第2項の差引かれる部分が小
さくなっており， Y(t),N(t)は他の場合に比して，より大きな増分を表わし， したがっ
て，好況局面では産出高，雇用量を一層増大させ，逆の釘く0のときには逆になると解
釈することができるであろう。
(31), (32)式は産出高，雇用量と投資との関係を表わしている。 もし蓄積率（または投資
率）が一様な率で増加しておらず， たとえば， 81期前に他の期より大きい（または小さ
い）蓄積率（投資率）であったとすれば， Y(t)は前期より小さい（大きい）率で増加し
ていることになる19)。そしてこのことは逆に， Y(t)を一様な率で成長させる上で障害と
して作用する。 J.Robinsonの言葉を借りるならば，「成長率の変動を経験しながら活動
している経済には，その年令構成および部門間配置が恒常的成長にはふさわしくない資本
財ストックが存在するであろう。これが，それ自体すでに述べた仕方で発展途上に撹乱を
つくりだす」20)ということになる。 (32)式より，明らかに雇用量も産出高と同様の変動をす
ると考えることができよう。
(6), (31), (3試より
Y(t) n(t) ＝ a(t) J(t) {y(t)―y(t-8,))十y(t-81)N(t) (31 
(3)式に(1)式を代入すると
罰＝悶 J(t){y(t) -w(t)) +w(t)欧t) (34) 
y(t)-w(t)は雇用労働1単位当りの準地代であるから， (3)または関式の各辺第1項は最
新のヴィンテージの総準地代を表わし，雇用増加分に対する賃金支払い額を表わす。この
19)これは Matthews[10〕の言う "echo-effect"である。
20) Robinson 〔15〕p. 66. 
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両者が産出高増加分を構成している。 N(t)は閲式からわかるように， t期と t-(},期に
採用された技術および投資量， t期における耐用期間の増減で決定される。したがって，
今期の実質賃金率が決定されるならば，沢t)を決定するものは今期の資本家の態度，す
なわち，選択される技術と投資の大きさである。この2つの要因は，資本制経済では資本
家が決定するものであって，他の誰もそれを決定することができない。このことは重要で
ある。分析手続き上の観点から言うならば，資本家行動の特性として，投資行動と技術選
択態度を仮定として設定することができるということを意味するであろう。
IV 循環局面における若干の特性
恒常成長径路を仮定しない場合には，実質賃金率決定メカニズムによって耐用期間 01
が決定され (25)式）， w(t)とOtによって選択されるべき技術が決定され（⑳式），今期の
投資の大きさが資本家態度によって与えられるならば，産出高と雇用量の増加率が決定さ
れる（即式と閲式）ことがわかった。
本節では資本家態度がもたらす経済的特性のいくつかを吟味しよう。
第1節で，恒常成長径路上での資本蓄積率がは人口成長率と技術進歩率の和でなけれ
ばならないことを示したが，この命題の生じた理由はU'l式で示されている完全雇用の条件
にある。そこでは完全雇用を満すように，技術と投資量が決定されているのである。もし
完全雇用条件を考慮に入れなければ，投資の成長率は閥式を満す Pで， 自然成長率に等
しいという保証は存在しない。ある経済の蓄積率が O<P<l+iなる率 Pであれば，そ
の経済が一定の耐用期間をもって成長する可能性はあるが，そのような蓄積率では失業が
存在しているために，現実的な意味では持続可能ではないであろう。他方， P>l+Aであ
れば，自然成長率の天井に制限されるために，永続することができない。いずれにしても
f)、が一定にとどまると考えることはできないであろう。
われわれはこれまでの議論を完結したモデルで行なってこなかった。その理由は完結し
たモデルを提示しても，それを解くことができないということにあった。ここで，敢えて
それを提示するならば，次のようなものとして表わすことができる。
y(t) =y(O)e"'1 
w(t)=y(t-{J、)
゜k(t) =w(t)~1[e(Y,-,1.)"—戸t"]du゜a(t) =k(t)/y(t) 
?
????ー
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n(t) = 1 /y(t) =n(O)e->.t (39) 
ts, 贔 J(v)dv=w(t)[01; 腐J(v)dv+I(t) (40) 
](t) =P(t) (41) 
p(t)=叩＋釦 (42)
r(t)=訊万―双万 w(t) (43) 
(35)~(39武は既述のものである。 (40武は生産物の需給一致を示す。 (4U式は蓄積率 Pの定義
であり， (4加しは資本家の投資行動を示す仮設であって，投資利洞率 rの簡単な関数で示
している。 (43拭；は投資利澗率の定義式である。 (41)~(43)式は資本制経済の特性を示すもので
ある。この方程式体系において未知数は Y,W, (), k, a, n, I, g, rの9コであり，方程式
の数は9コだから，体系は完結している。しかし，既に述べたようにこの方程式体系は容
易に解きうるものではない。
そこで，単純化のための仮定を設けて， このモデルから若干の経済的含意を引き出そ
う。まず， 罰式を現在価値に割引かない粗野な形の(4)式に置きかえ， 更に' 01の変化を
明示的に出さない次のようなものにしよう。
k(t) =koe<,¥-E) 1 (37)' 
ここで， C は 81が増加しているときには正，減少しているときには負，一定のときには
ゼロとなる定数である。 (37)'式を用いると， (38)式は
a(t)=aoe-E1 (38)' 
となる。
次に， (41)~(43)式で示されている資本家行動の方程式の代りに，次のような仮定を置こ
ぅ21)。
J(t)=loe81 (4) 
21) (37)', (38)'式を用いて， (43)式を書き直すと，
(43)'r(t) =;h炉{1 -e-ABt} 
仮定(4)式が満されるためには， r(t)=oでなければならない。ところが， (43)'式から明；
らかなように， cf=0ならば， r(t)f=o。 したがって， (41)~(43)式の資本家行動と無矛盾
にするならば， (38)'式においてaは一定 (c=0, 81=const.) とならなければならない。9
このような技術進歩は既に述べた恒常成長径路におけるハロッド中立的技術進歩でなけ
ればならない。だが， (4)式は(41)~(43)式と両立する仮定ではなく，それとは別個の仮定と
して設定されている。
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そうすると， (35),閲,(37)', (39)', (39), (40), (4)の7コの方程式に対し， y,w, 8, k, a, n, Iの7
コの未知数だから，体系は完結している。
（船式に他の式を代入すると
1 -e-(a+E)Bt e-入o,-e-(a+E)B1
g十E g —J+3 aoe-E' (45) 
が得られる。 (45拭；は 8tの時間径路を示している。明らかに， E=Oのときには， 8tは一定
の蓄積率 gに対応して一定である22)。したがって，それは恒常成長径路を表わし，既に
述べたことと一致する。 E=/=Qのときには，明らかに〇、は一定でありえない。このことは
過去に経験してきた耐用期間の変動がそのまま将来に反映されるということから生じてい
る。
投資行動に関するもとの方程式に戻って，その経済的含意を類推することは有意義であ
ろう,8tが増加している経済はより古いヴィンテージの資本設備を利用しているのであ
るから，そのことは通常，好況にある状態を示している。好況にある経済は利潤率が上昇
しているであろう。 (43)'式から明らかなように，好況局面では eが正だから， r(t)は増
加している。逆に，不況の場合には eが負だから， r(t)は減少している。
技術選択の動きについては(37)',(38)'式から次のことが言えよう。好況局面では，不況局
面に比べて資本集約度の上昇速度が小さく，資本係数は不況局面では高く，好況局面では
低くなっている28)。このことが生じるのは次の理由に基づいている。好況局面ではより
古いヴィンテージの資本設備が使用されているということから，実質賃金率が下落してい
るということになる。実質賃金率の下落は，通常の限界生産力説からしても，低い資本集
約度をもたらす。このことはシフトする技術集合のより高い資本係数，したがって，より
低い資本・労働比率をもたらす。
もしスクラップ化された資本設備が再び生きかえるということがないとすれば，耐用期
間の増大は投資需要が供給より大きいということを意味するであろう。逆に，耐用期間の
減少は超過供給を表わし，資本設備のスクラップ化が速められているということになる。
スクラップ化は資本の年令構成を近代化するということを意味しており，実質賃金率の上
昇に適した資本設備だけによって生産が行なわれるとき，経済全体の利潤率はスクラップ
22) a(t)を一定とした恒常成長径路の比較動学分析については，置塩〔12〕参照。
23)完全雇用天井に近づくにつれて，労働不足が賃金率の上昇を招くならば，これとは逆
に，資本集約度を高め，新設備の必要労働量を減少させ，古い資本設備を廃棄すること
によって，労働供給量を増加させるかもしれない。
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化以前に比べて高められている。このことは不況からの回復の1つの条件を作り出すであ
ろう。
V 結びに代えて
前節では，蓄積率を直接利潤率に結びつけた。これは従来経済学が採用してきた1つの
方法である24)。もう 1つの方向は，産出高と望ましい資本ストックとの関係で接近する
加速度原理ないしは資本ストック調整原理に基づく投資関数の考え方である。ヴィンテー
ジ・モデルでストック調整原理を考えると次のようになる25)。
ヴィンテージVの資本の産出高 Y(v,v)は過去の技術条件と投資の大きさによって与え
られている。産出高は単位費用（過去のものは賃金費用だけである）の低い順に並ぺる
と，図のように示される。今期採用される技術の産出高1単位当りの総費用が μ(t)であ
るとすれば，既存設備で産出される量は XLである。というのは， XL以上の産出高は既
単． D 
蘭
用
μ(t), 
-ヽ-ヽヽ ， ..
ヽ
Y (v, v) 
」I I 
24)たとえば， Robinson〔お〕， Rose(l6〕参照。
:2 5)この議論は小泉〔8〕による。
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存設備よりも新設備で生産した方が単位費用を低くすることができるからである。予想需
要を X*とすれば，新技術での計画産出高は X*-XLであるから，計画投資量はその産
出を可能にするだけの大きさであればよい。したがって
l(t) =a(t) (X,*-Xi (t)) (46) 
XLは既存設備が使用されうる有効能力産出高である。既存設備の総能力産出高 X,Iこ
対する有効能力産出高の比率を 8、とすれば， (46)式は次のようになる。
l(t) =a(t) (.X,、*-X,、)+a(t) (1 -8,)X,、 (4り
右辺第1項は純投資を，第2項は置換投資を示す。図において，前期の産出高がXoで，
需要曲線が DD'で示されているとすれば，今期の有効能力は XLだから， Xo-XLが置
換投資による産出高で， X*-Xoが新投資による産出高である。
このようにすると，有効能力は 81によって決定されるので，需要の予想様式を決めて
やると， (41)~(43)式の代りに(47)式（または(46)式）を用いることによって，総産出高の運動の
体系が得られる。前節のモデルでは，投資の運動が規定されていた。もちろん，こうする
ことによって分析上の困難を回避することができる訳ではない。
ところで，利潤原理に基づく場合と資本ストック調整原理に基づく場合を比較，検討す
る問題はここでは取り扱わないで，ただ単に1つの方向を示すものとしての紹介にとどめ
ておこう。これらの問題は別の機会に検討する予定である。
さて，われわれは経済変動の問題を念頭に置きながら，それを寵接的に取り上げること
ができずに，側面からのみ議論してきた。それは分析上非常に困難な問題が介在している
という理由のためであった。 しかし， それだけではなく，分析対象となっている資本制
経済それ自体が複雑であるということのために， モデルが複雑になっているのである。
Salterの言葉を借りてその事情を説明し， それを結びとしよう。「成長径路にある経済
は，いわばその過去の歴史と予期される将来とに挟まれている。過去から資本ストックを
受け継ぎ，その物的形態は過去の投資決意と技術決定とを反映している。＼将来から，新技
術，要素価格の変化，新しい需要条件に関する期待が現在を照らしている。更に現在にお
いては，新しい技術知識，新しい貯蓄，おそらくは新しい労働が利用可能であって，経済
に組み込むことができる」26)と彼は述べている。
26) Salter 〔2。） pp● 266~267. 
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第Il節への付論
P=sa [ 1 —戸り
式が P=O以外の正なる実根をもつ場合の条件を求めよう。 (14)式を書き直すと
a 1--P=e-P8 s 
(14) 
(14)' 
叫4)'式の左辺を釘(P),右辺を四(P)とすると
(i) 
a 
釘 (P)=1--p s 
(ii) 仰 (P)=e-PB 
(ii)式の曲線は明らかに原点に関して凸であり， (i)式は直線で，負の傾きをもってい
る。したがって， (14)式の実根の数は 1根か2根のいずれかである。 1根しか存在しないと
きには，明らかに， P=0である。そのとき， <p(P)の P=Oにおける接線が直線 <p1(P)
に <p1(P)に等しい。図からわかるように，正なる．実根をもつのは， <p1(P)の傾きが匹
(P)の P=0における接線の傾きより大きいときである。
(ii) <p2'(P)[p=O= -() 
?
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したがって
a 
s >-8 
(iv) a<so 
ゆえに，正なる 2実根が存在するための必要十分条件は (iv)式で示される。もし
(v) a=sO 
ならば，ただ1つの実根が存在して，それは定常状態を表わす。
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本文で示したように，閥式が単に正なる実根 Pをもつだけでは，その Pが恒常成長解
であるということはできない。たとえ闊式が満されたとしても
(vi) P*=l+..t 
が満されなければ，労働市場における需給一致の条件は満されない。もし P*>l+..tなら
ば，常に労働に対する超過需要が発生しており，逆に， P*くl+.tならば，常に超過供給，
すなわち，失業が増大している。したがって， (i)'(ii)の2つの曲線の交点P*が(vi)式
で示されるものでなければ，恒常成長解は存在しない。
l, ,tが所与であるから， P*は一義的に決定される。そうすると，閥式より，それに対応
する 0が決定されて
(vii) 8=log(1号叫―命
である。すなわち， t+入の率で蓄積が行なわれている経済の資本の耐用期間は (vii)式
で与えられているものでなければならない。
参考文献
〔1〕 Allen, R.G.D., Macro甚 anomicTheory, 1967 (新開・渡部訳「現代経済学』）
〔2〕 Bergstrom, A.R., "A Model of Technical Progress, the Production Function 
and Cyclical Growth", Economica, November, 1962. 
(3 J Bhattacharyya, S.K., Capital 幼n~函tyand Economic Growth, 1965. 
(4〕 Bliss, C., "On Putty-Clay", R印iewof Economic Studies, April, 1968. 
(5〕 Harrod, R.F., Towards a Dynamic Economics, 1948. (高橋・鈴木訳「動態経済
学序説』）
〔6〕 Hahn, F.H. and Matthews, R.C.0., "The Theory of Economic Growth: A 
Survey", Economic Journal, December, 1964. 
(7〕 lnada, K., "Fixed Co-efficients and Harrod Neutral Technical Progress", 
Review of Economic Studies, January, 1969. 
111 
374 闊西大學「継清論集』第21巻第3号
〔8〕 Koizumi, S., "Technical Progress and Investment", International Economic 
Review, February, 1969. 
〔9〕 Mansfield, E., The Economics of Technological Change, 1968. (伊藤訳「技術
進歩の経済学』）
〔1〇〕 Matthews, R.C.O., The Trade Cycle, 1959. (海老沢訳「最気循環』）
〔11〕 置塩信雄，「技術進歩の型と発展の持続性」，国民経済雑誌， 1969.6. 
〔12) 置塩信雄，「技術進歩と廃棄過程」，一橋経済研究， 1969.3. 
〔13) Phelps, E., "Substitution, Fixed Proportion, Growth and Distribution", 
International Economic Rev如， September,1963. 
〔1心 Robinson,J., "The Production Function and the Theory of Capital", Review 
of Economic Studies, No. 55, 1953-4. 
〔1釘 Robinson, J., Essays in the Theory of Economic Growth, 1962. (山田訳「経
済成長論』）
〔1釘 Rose,H., "Expectations and Stability in Neo-Keynesian Growth Theory", 
Quarterly Journal of Economics, February, 1963. 
〔17) Solow, R., "A Contribution to the Theory of Economic Growth", Quarterly 
Journal of Economics, February, 1956. 
〔1釘 Solow,R., Tobin, J., von Weizsacker, C. and Yaari, M., "Neo-Classical 
Growth with Fixed Factor Proportions", R印iewof Economic Studies, April, 
1966. 
〔1釘 Salter, W.E., Productivity and Technical Change, 1960. (黒沢訳『生産性と技
術進歩』）
〔20) Salter, W.E., "Productivity Growth and Accumulation as Historical Pro-
cesses", in E.A.G. Robinson ed. Problems in Economic Development, 1965. 
〔21) Sheshinski, E., "Stability of Growth Equilibrium in a Neo-Classical Vintage 
Model", International Economic Review, June, 1969. 
〔2幻 Sheshinski,E., "Balanced Growth and Stability in Johansen Vintage Model", 
Re成叙1of Economic Studies, April, 1967. 
〔蕊〕 Steindl, J., Maturity and Stagnation in American Capitalism, 1952. (宮崎．
笹原，鮎沢訳「アメリカ資本主義の成熟と停滞』）
112 
